
郵便番号

住　　所

氏　　名 印

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

主 た る 事 務 所
又は事業所の所在地

大分類

上記以外の事業者（任意提出事業者）

製造業

第３号様式

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

規則第４条第１号該当事業者

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

（あて先）川崎市長

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第１０条第１項の規定により、次のとおり提出します。

100-0852

　東京都千代田区内幸町１－３－１

　東洋製罐株式会社取締役社長　金子俊治　　

　代理人　川崎工場長　小田泰宏

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

東洋製罐株式会社

神奈川県川崎市川崎区浮島町１１－１

事業活動地球温暖化対策結果報告書

（第１面）

12,651 ｋｌ

台

ｔ－CO2

※
受
付
欄

主 た る 事 業
の 業 種

主 た る 事 業
の 内 容

大分類 製造業 

プラスチック製品製造業（別掲を除く）

担当部署

連 絡 先

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

自動車の台数

原油換算エネルギー使用量

事 業 者 の 規 模

18中分類

Ｅ

プラスチック容器製造販売

メールアドレス

総務課

神奈川県川崎市川崎区浮島町１１－１

０４４－２６６－１５８１

０４４－２９９－１０９６

0

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

担 当 部 署 名

所 在 地

電話番号

ＦＡＸ番号



（第２面）

計 画 期 間 及 び 報 告 年 度 平成２２　年度　　～平成２４　年度　　　（報告年度平成２２年度分）

温室効果ガスの排出の量の
削減目標の達成状況及び温
室効果ガスの排出の量

別添　指針様式第２号及び第３号の通り

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の実施状況

別添　指針様式第２号及び第３号の通り

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
の実施状況

別添　指針様式第２号及び第３号の通り

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

別添　指針様式第２号及び第３号の通り

備　　　考
東洋製罐の環境活動の取り組みについてはホームページにて公表していま
す。http://www.toyo-seikan.co.jp/eco/index.html

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。

３ 報告書には 事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告

１　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第１号、第２号、第４号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

（実） 24,720 （実） 21,446 （実） （実） （実） 22,370
（調） 19,953 （調） 17,269 （調） （調） （調）

（実） 13.2 （実） （実） （実） 9.5
（調） 13.5 （調） （調） （調）

　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標年度の値

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況についての説明

削 減 率

排 出 量
原単位等の値

原 単 位 の
活 動 量

排 出 量

削 減 率

基準年度 第１年度 第２年度 目標排出量第３年度

t-CO2 t-CO2

％

単位

％

t-CO2 t-CO2

％

t-CO2

％

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）

１９９０年度比で２０２０年までに、温室効果ガスの排出量を２５％削減する。１９９０年度実績
１，５０５千ｔｏｎ　　２０２０年度目標1，128千ｔｏｎ（２５％削減）
２０１０年度実績１，２００千ｔｏｎとなり１９９０年度比で２０．３％の削減率となります。

第一機械室高効率インバーターターボ冷凍機の効果がありガス使用量が大幅に減ったことに
より目標値を大きく削減（１３．２％）する事が出来た。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第３面）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成するための措置の実施状況

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の実施状況

計　画
①押出機駆動モーター更新②押出機ヒーターの保温③気化空調（クールクリー
ン）④空調機のフリークリング⑤照明ＳＷの分散化⑥生産工程及び付帯設備の
エアー洩れ点検整備の実施

第１年度

①押出機駆動モーター更新
ラインＮＯ．ＢＭＳ－３９．ＢＭＳ－４４の２ケラインを交換実施した。
②押出機ヒーターの保温
ラインＮＯ４．ＮＯ７ラインの２ケラインを実施した。
⑤生産工程及び付帯設備のエアー洩れ点検整備の実施
１５８洩れ箇所の整備を実施した。

第２年度

第３年度

事
業
所
等

(

第
１
号
、
第
２
号
、
第
４
号
該
当
者
等

)
計　画

第１年度

第２年度

第３年度

自
動
車
等
 

(

第
３
号
該
当
者
等

)



 (２) 再生可能エネルギー源等の利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

   イ　計画期間の再生可能エネルギー源等の利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

 　ウ　計画期間の再生可能エネルギー源等の価値の保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

様式第２号　　　　　　　　　　　　（第４面）

現状では省エネ設備の導入、省エネ対策を中心として温室効果ガスの排出量を削減し取り組んで
います。再生可能エネルギーを積極的に導入する事が将来重要となることを認識し、自然エネル
ギーの利用については今後将来構想の中で検討していく。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第５面）

４　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置の実施状況

計　画
物流業者との協力によるモーダルシフトの実施。副資材輸送を貨物鉄道輸送に一部切
り替えて、年間目標３１ｔ－ｃｏ２の温室効果ガスを削減する。（２００９年度につ
いては年間／２０．２ｔ－ｃｏ２（目標の６５．２％達成）の削減。）

第１年度
物流業者の協力によるモーダルシフトの実施。副資材輸送を貨物鉄道輸送に一部切り
替えて、年間目標３１ｔ－ｃｏ２削減に対し３２．６ｔ－ｃｏ２削減（１０５．
２％）が出来た。

第２年度

第３年度

５　その他地球温暖化対策の推進への貢献の実施状況

計　画

①輸送効率の向上（直行率）　製品をトラックにて営業倉庫へ運搬､一端保管管理し、出荷に合わせお客さまへ製品納入を直
接自倉庫に保管し出荷する。
②駐車場兼用緑地（グリーンブロック）　工場立地法による必要緑地面積と駐車場確保の両立を目的とした駐車場兼用緑
地。（リサイクル材の使用、ヒートアイランド減少緩和）
③廃棄物分別及び発生の抑制　　廃棄プラスチックの用途別の仕分け。（紙類の裏紙の再使用、電子メール）
④グリーン購入推進

第 年度
①輸送効率の向上（直行率）平成２２年度目標６０％に対し７５ ８％の達成（達成

第１年度
①輸送効率の向上（直行率）平成２２年度目標６０％に対し７５．８％の達成（達成
率１２６．３％）

第２年度

第３年度



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績（排出係数反映）

 (１) 事業者単位

 　ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

 　ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

東洋製罐川崎工場 19,795 t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

ウ 年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

温室効果ガス
の排出の量

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

16,880
t-CO2

川崎市川崎区浮島町１１－１ １８９２ プラスチック容器製造販売

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号

19,795

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷ 使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の 覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

日本標準産業分類
細分類番号

温室効果ガス
の排出の量

事業所数

200～300kl 未満

100～200kl 未満

100kl 未満

事業所の所在地
事業所に係る
事業の名称

エネルギー使用量の規模 事業所数

400～500kl 未満

300～400kl 未満


